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O都道府県が財政運営の責任主体となり、市町村ごとの国保事業費納付金の額の決定や、保険給付に必要な費用

を、全額、市町村に対して支払う(保険給付費等交付金の交付)ことにホリ、国保財政の「入り」と「出」を管理する。

※納付金の額は、市町村ごとの医療費水準と所得水準を考慮

O市 町村 は、都道府県が市町村 ごとに決定 した納付金 に見合った保険料を設定、徴収 して部道府 県に納付する。

改革前 改革後

田保持脳会と予

機保険者 機保険者

保険料  保険給 付 保 険給 付



(2)納付金制度について

平成 30年度の国保制度改革に伴い導入された「国民健康保険事業費納付金 (以下、
「納付金」という。)」 は、県全体の保険給付費等について、国・県費等の公費で賄われ

ない部分を県内全市町村で分かち合う制度。

納付金=
①保険給付費等(保険給付費や後期高齢者支援金など)一

②公費(前期高齢者交付金や普通調整交付金など)

歳 出

①保険給付費等

保険

給付

費等

公 費

日保険給付費
E後期高齢者支援金 等

市町村ごとの納付金額は、各市町村の被保険
者数や所得水準、医療費水準に応 じて決定

O納付金の増減要因
歳出である保険給付費等及び歳入にあたる前期高齢者交付金等の公費の変動により、納

付金額が変動する。
≪保険給付費等が増加 した場合のイメージ≫   ≪公費が減少 した場合のイメージ≫

公 費 公 費

疑―.
保険

給付

費等

保険
給付

費等

市町村

市町村

市町村

納付金

歳 入

②公 費
日前期高齢者交付金
日普通調整交付金 等

紳件

金

少 増 加

納付金

増 加

納付金
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(3)令和 5年度福岡県国保事業費納付金について

令和5年度福岡県国保事業費納付金必要総額 :1,448億円

応 益 (被保険者数い世帯数)相 当

790億円
応能 (所得)相当

658億円

被保険者数相当

474億円
世帯数相当

316億円
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※令和5年度の福岡県国保事業費納付金については、
日歳出において、5年度の保険給付費が4年度と同様に高い状況が継続すること等を想定し、県が市町村へ支払う保険給付費等

交付金の財源不足が生じないよう考慮されている。
また、後期高齢者の医療費を現役世代が支えている後期高齢者支援金は、団塊の世代が後期高齢者 (75歳以上)となることに

より、後期高齢者の被保険者数の増とともに医療給付費が増加することが想定され、県が社会保険診療報酬支払基金へ支払う支
援金の額が4年度より増となっている。

このような状況により福岡県の納付金必要総額は4年度の1,419億 円より29億円増となっており、団塊の世代が後期高齢者医
療制度へ移行することで国民健康保険の被保険者数は減少するものの、県全体の一人あたりの事業費納付金 (激変緩和後)は、
4年唐 137.302円 (28年度比 107.0%)から、5年度144,000円 (28年度比 112.2%)と 増となっている。

▼ ■ 傘 田 市 r7う 一 人ふ 十―W 唐 ♂ヽ 1,o,冗▲口呵r,負埜ニロビト子

市町村国保の所得水準で接分
市町村国保の世帯数で按分市町村国保の被保険者数で按分

大牟田市 国保事業費納付金 :31億 7千万円

110.3%)となつている。
の 室 圭 書 飢 帯 全 つ ヽTと. A
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番号 市町村名
激変緩

和対象

一般被保険者数

H28納付金相当額

R5納付金額 (推

計)(激変緩和前)

B/A(%)

RS(峰計 )

県計 7 1182403 1 000494 128892 144110 112つ

2

3

4

8

10

11

14

15

17

18

19

21

22

25

26

28

29

30

32

33

34

36

37

38

40

41

42

44

4S 大牟田市 28599 23071 12450G 137300 110,3

47

48

49

51

52

53

S4

56

57

S8

〈令和5年度 市町村別1人当たり納付金額の本算定結果〉
【一定割合(121.8%)=自 然増(封 7.0'る )+δ (4.8%)】

省 略

激変緩和

吟

略

激変緩

和対象 R5納 付金額 (推 計)

(激変緩和後)C
(臼 】

激変緩和措置後

7 144000 1122

1218

1218

1218

1218

1218

1218

1218

1207

1198

1193

1192

1189

1188

1187

117G

1172

1171

1166

1166

1161

1lG

1lG

1154

1168

1147

1147

114コ

1143

1142

1139

1138

113

1128

1126

1123

1122

1114

1112

1112

111

1108

1107

110G

1104

137300 110.3

109C

109箆

1091

1077

1076

10S7

1055

1047

1032

1024

1013

998

995

975

948
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2.令和 5年度国民健康保険特別会計当初予算 (案)について

(1)令和4年度決算見込 <予算現額 (12月補正後)>
歳  出歳 入

決 見予算
(A―B)

△  124,431

△  133,761

9,330

△  139

393,810

△  121,873

271,937

0

15,751

51

0

163,169

決算見込 (B)

139

10,345,030

450,308

10,800,669

5,331

1,249,222

48,362

707,493

14,761,346

1,870,653

1,955,461

84,808

予算現額 (A)

94,lag

1,736,892

1,831,03C

C

10,738,840

328,435

11,072,606

5,331

1,264,973

48,413

707,493

14,924,51こ合 計

区 分

保
険
税

計

現年度分

滞納繰越分

国庫支出金

国保事業費補助金

普通交付金

特別交付金
県
支
出
金

計

一般会計繰入金

そ の 他

繰 越 金

予算 ―決見
(A― B)

2,650

390,624

△  3,000

393,o24

△  8,803

△ 8,303

0

0

1,529

△  214,056

607,494

779,438

0側 L49411

172,905V曳 55511

10,454,801

10,381,81610,775,

10,845,

72,98569,9

2,311,001

203,613

615,368

2,302,1

615,3

3,121,1

203,6

3,129,982

155,983吼Ы到
231,406岬到

14,145,077盟,92■ 5151

(B)予算現額 (A) ‖決算見込区 分

事
業
費
納
付
金

1後期高齢者支援金等分

1  介護納付金分

医療納付金分

計

保健事業費

そ の 他 (返還金等 )

予 備 費

合 計

総 務 費

保
険
給
付
費

療養給付費等

計

手当等)(出産・葬祭費
そ の 他

今和 4年度の実質収支見込み (歳入―歳出)

14,761,346千 円-14,145,077千 円=616,269千円

O実質収支の見込みが黒宇 (約 6億円)と なる主な要因

・被保険者の営業所得の増加などにより、保険税が約 1億 2千万円増加見込み。

・ 3年度から、約 7億円の繰越しを行った。

○決算剰余金の取扱い

。5年度へ繰り越しを行い、事業費納付金の増加等による保険税率の上昇を抑える。
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(2)令和 5年度当初予算 (案 )

歳 入 歳  出

・ 4年度からの繰越金 (決算が

確定していないため200,000千
円とする)

備  考

・被保険者数の減少の影響等に
より減

・マイナンバーカー ド保険証利
用の登録促進経費に対する補助
金

・歳出の保険給付 (療養給付費
等)に対する交付金

・精神疾患が多い事など特別な
事情による財政負担や医療費適
正化の取組に対する交付金

健康増進事業に対する補助金

・職員給与費や事務費、保険税
軽減に係る基盤安定繰入金等の
一般会計からの繰入金

△ 23,629

増 減

△  19,943

△  10,164

△  30,107

150

△  71,929

△  14,660

2,021

55,248

△ 79,964

52

100,000

1,800,923

1,716,949

83,974

1,736,

1,831,

94,

150寸
10,666,911

383,683

7,352

11,057,94o

5,331

328,435

11,072,606

10,738,840

14,311,72414,33と ,3531

ゴ翡甲鼻 に初阜算賃剣

1,204,2401,283,3 041

48,46548,41寸
200,000100,0001

合 計

区 分

滞納繰越分

現年度分

保
険
税

計

国庫支出金

普通交付金

特別交付金

国保事業費補
助金

県
支
出
金

計

一般会計繰入金

そ の 他

繰 越 金

備 考

`職員給与費、事務費、医療
費適正化対策費等

。4年度の見込か ら一定の伸
びを見込む

一人あたり療養給付費
(70歳未満)

R4決見
R5当初

(70歳 以上)

R4決見
R5当 初

円

円

296,508円
305,403円

・県内市町村の医療費水準や
所得水準に応 じて、県が算定
した額
・被保険者数は減となるが、
一人あたりの納付金額は増と
なつている

一人あたり納付金額
( )は H28年度比
R4129,254円 (1039%)
R5137,300円 (1103%)

・特定健診・特定保健指導
費、歯科検診費等

増 減

△  10,681

△  71,929

△  68,176

3,753

△  5,680

3,101

47,033

49,612

8,195

0

△ 23,62914,311,724

5年度
当初予算 (案 )

183,893

10,703,511

10,777,249

73,738

2,296,518

664,980

206,714

3,168,212

165,019

17,351

4年度
当初予算

194,574

10,775,440

10,845,425

69,985

2,302,198

615,368

203,613

3,121,179

156,824

17,351

14,335,353合 計

区 分

総 務 費

保
険
給
付
費

療養給付費等

そ の 他
(出産・葬祭費等)

計

医療納付金分

事
業
費
納
付
金

1後期高齢者
i支援金等分
:‐

‐――――‐――――――‐‐‐‐

1介護納付金分

計

保健事業費

そ の 他

令和 5年度予算額 143億 円
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(3)4年度と5年度当初予葺 (棄)の比較
(6ベージの主な増減理由)

【被保険者数】

○人口の減少や団塊の世代が後期高齢者医療

へ移行することなどにより減となる。

4年度見込  24′200人

5年度予算 23′ 300人 △900人

被 保 険 者 数 の 推 移 (人 )

23,OOO

之,´000

26夕000

25,000

24,000

23コ000

22.000
21.000

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
◆

― ― ― ―

i032
牟 ―rr― ―

巧 三983~

H30 R元

―類痩平-2曳〔電T

 ヽ     ◆

◆ _ _._ コメ300_

R3 R4見 込   R5予 算R2

137,302円

144,000円

【歳出の主な増減理由】

は、一人あたりの給付質の伸びが見込まれるが、被保険者数が減少するこ

とから総額では減となる。 (保険給付費は普通交付金として県から交付される)

O事業費納付金は、被保険者の減少はあるものの、保険給付費の伸びや後期高齢者支援

金の増加などにより、一 た しており、納付金総額も増

となつている。

4年度           129,254円

5年度           137,300円

【歳入の主な増減理由】

○保険税は、被保険者の減の影響等により減を見込む。

里李 出金のうち 普 涌 李 付 令 は歳出の保険給付賣の減により減となる。

○繰越金は、4年度の決算見込の黒字のうち2億円を計上。

ヽ

県平均 (激変緩和後 )大牟田市一人あたり事業資納付金
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(4)令和5年度当初予葺 (棄)について (まとめ )

5

●5年度の保険税については、被保険者の減等により、現行 (4年度)の保険税率を適用

すると減となる見込みである。

しかしながら、4年度からの繰越金が生しる見込でありヽこの繰越金を活用すること

により、5年度の本市の保険税率は据え置きとする。

●保健事業については、これまでと同様に、特定健診・保健指導、20代30代健診、人間

ドック、歯周病検診等に取り組んでいくこととし、併せて、ジェネリック医薬品の活用

などによる医療買適正化を推進する。

05年 1月末において、4年度決算は約6億円の黒字を見込んでいるが、額については年

度末まで未確定のため、5年度当初予算では2億円のみ計上し、予算編成を行う。

4年慮渫 堂 ハ 億 円 超える繰越金が生した場合は、5年度以降不足額が生じt こ い て 2 を

た場合の財源として活用したい。

※令和 5年度税制改正による見直し予定

・保険税の課税限度額の引き上げにより、現行の102万円から104万円となる。

(後期支援金分が 2万円引き上げ)

・保険税 2割 15割の軽減判定所得の見直し。

-8-

つ 。



※参考 大牟田市現行保険税率及び課税限度額

650,000円

200,000円

170′000.円

22′400円

7′000円

19′900円

6′ 200円

14~′200円3:150/o

9.300/o~

2.950/o後期高齢者支援金分

介護納付金分

基礎課税分
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